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21世紀の半導体産業に見る日本と台湾

北　波　道　子 
近代関西経済の発展とアジア・アフリカの国際関係史研究班　研究員 

関西大学　経済学部　教授

　2021年 11月にTSMC（台湾積体電路製造）が熊本県に新工場を建設すると発表した。

TSMCは 500以上の企業から半導体を受託製造している世界最大のファンドリ事業者である。

半導体製造と言えば、1980年代半ばには日本企業が世界のトップに躍り出て、圧倒的なシェ

アを誇っていた。その頃のアジアを、日本を先頭として飛翔する雁の群れのようにイメージす

る「雁行形態発展論」は、これまで一定の説得力を持って人口に膾炙してきた。しかし、今、

それが大きな変動期を迎えている。本報告では、その変動を 21世紀のTSMCの躍進から考える。

　当初「雁行形態発展論」は、1930年代に日本の経済発展、すなわち輸入代替工業化を基礎

とし、まず、労働集約型産業を発展させ、製品輸出が可能になるとそれによる資本蓄積を活用

して資本集約型産業の発展を促し、国内の産業高度化を達成していく発展モデルとして提唱さ

れた（赤松、1935）。そして第二次世界大戦後、日本の高度経済成長に続いて、シンガポール、

香港、韓国、台湾が急速な工業化と高度経済成長を実現し、アジアNIEs（新興工業化経済）

と呼ばれるようになった。日本の雁行形態発展は、国内の賃金上昇に伴って、アジアNIEsへ

の直接投資による生産拠点の移転を実現し、その後アジア域内で産業のテイクオフ（持続的発

展）の連鎖が始まった。特に、輸入代替ではなく、当初より輸出を前提としたNIEsの工業化

モデルは、後に続くASEANや中国の経済発展の模範となった。雁行形態論は、20世紀アジア

の工業化の連鎖やそれに続く工程間国際分業の形成を説明するのには有用であった。しかしな

がら、近年、アジアの所得構造や域内分業構造に大きな変化が起こりつつある。日本は、2010

年にGDPで中国に追い抜かれたのみならず、一人当りGDPでは、名目ドルで、2007年にシン

ガポール、2015年に香港にすでに追い抜かれており、2027年には韓国に追い抜かれると予測

されている。すなわち、所得だけに注目しても日本を先頭に飛翔する雁の群というイメージは、

もはや通用しないのである。

　TSMCが本拠を置く台湾は、1980年代には労働集約型の輸出加工基地から、IT大国へと変

貌を遂げ、その過程で従来の垂直的な国際分業のイメージを水平的なものに変貌させてきた。

確かに、技術あるいは知識集約型産業は、雁行形態発展論の想定する産業構造高度化において、

重化学工業の次に想定される「段階」であるといえるかもしれない。しかしながら、TSMCに
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代表される台湾のIT製品製造業は受託生産という業態にその特徴がある。もともとOEM、

ODM、EMSという「黒子」に徹する事業者が多いのが、台湾のハイテク製品製造業の特徴で

あるが、TSMCは当初よりファウンドリ専業という業態で、その発想は世界初であった。半導

体製造業はナノレベルの世界であり、当然、装置工業として莫大な初期投資が必要である。参

入障壁が日々高くなっている一方で、各ICチップに求められる性能は日々変化している。こ

うしたことから、大手の半導体メーカーにもファブレス企業が増えており、こうしたメーカー

はファウンドリ企業に依存するようになっている。

　TSMCは、従来の日本人が抱きがちな垂直分業体制における「下請け企業」のイメージとは

異なり、半導体製造業の特性とファウンドリ専業という業態の優位を最大限に生かして、水平

的分業の成功事例を体現しつつあるといえるのではないか。
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